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明治後期の図書館関係法令からみる政府の図書館観 

―帝国図書館官制・図書館令・小松原訓令を中心に― 

新藤 透 

 

はじめに 

 

筆者は拙稿で、図書館令公布以前の明治政府の図書館行政につい

て検討を行った (1)。その結果、政府文部省は特に図書館振興につい

て興味をもっていなかったことを指摘した。本稿では帝国図書館官

制と図書館令公布・施行以降の文部省の図書館行政についてどのよ

うな特徴があったのか検討を行いたい。 

 こういった視点での先行研究としてまとまったものに、国立教育

研究所編『日本近代教育百年史』第 7 巻社会教育 1・第 8 巻社会教

育 2（教育研究振興会，1974.）が存在するが、同書はかなり大雑把

な検討であり通史概説書といった性格のものである。 

筆者は以前、拙稿「明治期の図書館関係法令と図書選択思想」（『図

書館綜合研究』第 10 号，図書館綜合研究会，2010.8.）で明治期に

渙発された図書館関係法令と選書論について検討を施したことがあ

るが、本稿では選書論にとらわれず、政府が図書館振興にどのよう

な姿勢を示していたのか、関係法令から探っていく。なお、拙稿「図

書館令渙発以前の法令等からみる明治政府の図書館観」（『図書館綜

合研究』第 21 号，図書館綜合研究会，2021.8.）では、1899 年（明

治 32）11 月 11 日に公布・施行された「図書館令」（明治 32 年勅令

第 429 号）までを検討対象と設定したが、図書館令に関しては深く

追究は行わなかった。本稿では帝国図書館開館の帝国議会における

審議、帝国図書館官制、図書館令、そして所謂「小松原訓令」を精

読して、時の政府がどのような認識を図書館に持っていたのか、一

次史料に即して明らかにしたい。 
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1.帝国図書館設立と帝国図書館官制 

1.1 帝国図書館の開設要求 

 

 1890 年（明治 23）に東京図書館長に就任した田中稲城は、わが

国に本格的な国立図書館建設を提唱し、賛同者を求めた。それに応

えたのが貴族院議員の外山正一と重野安繹である。両者ともに帝国

大学教授であり、外山は社会学、重野は国史学を専攻する学者であ

った。 

 田中、外山、重野らの運動により 1896 年（明治 29）には『帝国

図書館設立案』（以下『設立案』と略記する）が作成され、帝国議会

に提出された。この中で「帝国図書館」とは何かについて説明され

ている（傍線引用者）(2)。 

 

  欧米各国ニ於テハ図書館ノ設甚タ多ク其種類モ亦少カラズト雖

モ一国ニ於テ必ズ一ノ設アラザルナキモノヲ国立図書館トス国

立図書館トハ古今内外ノ図書記録ヲ蒐集保存シ其国民ノ使用ニ

便シ国税ヲ以テ之ヲ維持スル者ニシテ国体ノ異同ニヨリ其称呼

同シカラズト雖モ其実質ニ於テ異ナル所アルニ非ズ（後略） 

 

 国家体制によって相違はあるものの、欧米各国には国立図書館に

相当する施設が必ず整備されており、その目的は古今内外の古典を

蒐めて保存し、国民に利用させることであると指摘している。 

 さらに『設立案』には、帝国図書館が必要とされる理由を 4 点挙

げている。1 点目は「一国ノ図書記録ノ保存ハ国家ノ責任ナリ」で

あり、具体的には次のような点を指摘している(3)。 

 

  本邦ニ於テハ古来蒐集保存ノ備ハラズシテ今日必要ナル史料ニ



 

55

モ窮乏シ殊ニ近時ハ貴重ノ図書往々海外ニ散逸スル者アリ実ニ

浩歎ノ至ナラズヤ今ニシテ帝国図書館ノ基礎ヲ鞏固ニシ蒐集保

存ノ法ヲ確定セズンハ維新以来古今未曾有ノ変革進歩近クハ廿

七八年大捷ノ事蹟ト雖モ後世其全豹ヲ見ル能ハザルニ至ルベシ 

 

 日本は古くから資料の蒐集保存を怠ってきたので、今日必要な資

料も海外に流失してしまっている。帝国図書館を作って永く資料を

保存しないと、1894・95 年（明治 27・28）に起こった日清戦争も

後世に伝わらなくなってしまうと指摘している。 

 2 点目は「国家ガ国内ノ出版図書ヲ知認シ且ツ学芸ヲ上進セシム

ルニ必要ナリ」であり、「国民ヲシテ国内ノ刊行書ハ一葉片紙モ閲覧

スルヲ得ザルノ憾ナカラシムルハ豈国家須要ノ務ニアラズヤ」と指

摘しており、国内で出版された刊行物はすべて帝国図書館が蒐集保

存し、国民に公開されなければならないと述べている(4)。 

 3 点目は「外国ノ智識ヲ取テ我進歩ニ資スルニ必要ナリ(5)」で、国

内の出版物だけではなく海外の書籍も多く購入して国民に閲覧させ

なければならないと指摘する。 

 4 点目は「国立図書館ハ国民全体ノ一大学校ニシテ其資力ハ私人

ノ能ク弁ズル所ニ非ズ」として、図書館は国民の一大学校であると

指摘している（傍線引用者）(6)。 

 

  国立図書館ハ其国民ノ一大学校トモ云フベキモノニシテ設アラ

ザルノ学科ナク国民タル者皆来学スルヲ得ベキナリ殊ニ学校外

ニ於テ学術ノ蘊奥ヲ究メントスルモノニ至テハ此種ノ図書館ア

ルニ非レバ何ヲ以テカ能ク其目的ヲ達スルヲ得ンヤ而シテ公衆

来学ノ結果タル或ハ学者ノ著述ト為リ或ハ実地ノ事業トナリ政

治ニ法律ニ学術技芸ニ百般ノ形ヲ以テ現出シ直接ニ間接ニ国利

民福ヲ進捗スルニ非ルモノナシ然リ而シテ其事業ハ営利的ノ能
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ク弁スル所ニ非ルナリ是レ豈国家ノ宜ク維持スベキ所ニ非ズヤ 

 

 帝国図書館は「国民ノ一大学校」であり、諸学問の成果も書籍と

して収蔵しているので、「国利民福」は多大になると述べている。帝

国図書館は単なる貴重書の収蔵施設ではなく、自由に国民に使わせ

ることを目的としている。その結果、国民が利しひいては国家の発

展につながるという論理である。 

 次に 1896 年（明治 29）2 月 13 日の第 9 回帝国議会貴族院本会

議で、重野安繹と外山正一が提出した「帝国図書館ヲ設立スルノ建

議案」をみてみる。帝国議会では社会学者で帝国大学文科大学長・

教授、貴族院議員でもある外山正一が、帝国図書館設立の法案を提

出して演説を行っている。 

外山は帝国図書館を「国ノ歴史ヲ保存シマスルニハ帝国図書館ト

云フヤウナモノガアッテ是ニ其有ラユル国家ノ書物ヲ保存スルト云

フコトハ必要デアル(7)」と述べ、「図書館ト云フモノガ有ッテ是ニ就

イテ種々ノ智識ヲ求メルト云フ此準備ト云フモノガアルコトハ国家

ノ生存ニ必要ナル事デアリマスル (8)」と、存在意義を述べている。

続いて外山はこのようなことを述べている（傍線引用者）(9)。 

 

  日本国ニ必要ナル有益ナル大切ナル書ガ散逸スルト云フ機会ノ

最モ多イ時デアル今日ハ私有ノ図書ト云フモノガ段々ト散逸ス

ルト云フ時デアル、蔵書家ト云フヤウナモノデ旧イ家柄抔デ随

分蓄ヘテ居ッタ者旧イ寺抔デ蓄ヘテ居ッタ所蔵ノ書物ガ段々ト

今日ハ散逸スルト云フヤウナ時デアル、ト云フノハドウ云フ事

情デアルカト云フト即チ士族抔ハ世禄ト云フモノヲ失ヒ、ソレ

テ元ノ如クニ家ガ立ッテ居ルコトノ出来ヌト云フヤウナ者ガ

段々ト出来テ来マシテ矢張寺抔モサウ云フヤウニ領地ヲ失フト

云フコトカラシテ段々ト書物デアルトカ宝デアルトカ云フノガ
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寺カラ出ルノハ実ニ多イ時デアル、此時ニ於キマシテハ斯ノ如

クニ散逸セントスル所ノ書物ヲ帝国図書館ト云フヤウナモノガ

有ッテ始メテ能ク注意シテサウシテ其大切ナル書物デアルト認

メタモノハ之ヲ盡ク購買スルト云フヤウナ途ガ立タナケレバナ

ラヌ時デアル（中略）大切ナル書物モ看ス々々他ノ主人ノ手ニ

入ルカ或ハ外国人抔ノ手ニ入ルト云フヤウナコトニナル恐レガ

最モ多イ時デアリマスル（後略） 

 

 外山は 1848 年（嘉永元）に旗本の子として生まれ、明治維新時

には 20 歳であったから、家禄を失って困窮し没落する士族の姿は

多く見てきたものと思われる。また寺院も江戸幕府から与えられて

いた領地を失って収入が途絶し、貧困のあまり寺宝や貴重な書籍を

売却する事例も多かった。そういった文化的資源が外国に多く流失

したのも明治初年であった。外山はそういったことを予防するため

にも、保存機関としての帝国図書館に期待を寄せているのである。 

 さらに外山は国民の知識発展のために帝国図書館は欠くべからざ

る存在であると力説する(10)。 

   

  人民ノ知識ト知識トガ詰リ競争ノ下ニ在ルノデアル、故ニ其知

識ヲ進メル所ノ方便ヲ外国ニ劣ラヌヤウ準備スルト云フコトハ

実ニ此競争ノ上ニ於テ必要ナル事デアル、其知識ヲ進メルノ一

ツノ最モ大切ナル準備ト云フモノハ即チ此図書館ノ事項デアリ

マスル（後略） 

 

 これは『設立案』に言及されている 4 点目の項目と対応する発言

である。国民全体の知力向上のためにも帝国図書館は必要だとの認

識である。ここで外山は興味深い指摘を行っている(11)。 
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  旧幕時代ニ於キマシテハ都下ヲ始メトシテソレヽヽ地方々々ニ

藩々ニ於キマシテ公立トカ官立トカ云フヤウナ学校ガ有リマシ

テソレニソレヽヽ図書館ト云フヤウナモノガ兎ニ角当時ノ需要

ニ応ズルダケノモノハ備ッテ居ッタノデアリマス、東京デ云ヘ

バ例ヘバ聖堂ニ於ケル所ノ書物デアルトカソレカラ諸藩ニハソ

レヽヽソレニ小サイヤウナモノガ有ッテ而シテ其当時ノモノデ

智識ヲ得タ、当時ダケノ知識ニハ協ッタモノガ……当時ダケノ

智識上ノ教育ノタメニハ協ッタ所ノ図書館ガソレソレノ地方ニ

有ッタ、然ルニ維新後ニ於キマシテハドウ云フ有様デアルカト

申シマスルト云フト却ッテ其方便ガ少カッタ位デアル、或ハ固

ヨリ東京図書館ノ如キデモアヽ云フ盛大ナモノニナッテ居リマ

スルガ併シ今日ノ開化ノ程度ニ比較シ今日ノ世界ノ有様ニ較ベ

テ見ルト云フト我ガ此方便ガ少ナッタ位デアルト思フ、今日ノ

需要ニ迚モ応ズル訳ニ往カナイモノデアリマスル（後略） 

 

 外山によれば江戸には湯島聖堂があり、各藩には藩校があってそ

れぞれに文庫が設けられており、当時の書物需要に応えていた。と

ころが維新後はそういったものがすべてなくなってしまい、上野に

ある貧弱な設備の東京図書館だけではとても今日の国民の知識要求

に応じきれるわけはないと指摘している。そこで帝国図書館が必要

になるという論理であるが、注目したいのは、明治期よりも江戸時

代の方が「図書館」の数が多くそれなりに人びとの需要に応じてい

たという外山の認識である。図書館に限っては江戸時代よりも後退

していたという指摘はおもしろい。また外山は東京ではなく、江戸

期と比べると地方の図書館数が減少しているので、地方にこそ新し

く図書館を建設すべきと説いている。 

 「帝国図書館ヲ設立スルノ建議案」は 13 日では決しなかったが、

翌 14 日に本会議で可決された。そして同年 3 月 25 日に衆議院に送
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られる。衆議院では鈴木充美、小室重弘などによって提出された。 

 帝国図書館の必要性について本会議で演説したのは、小室である。

小室は帝国図書館の意義について次のように述べている(12)。 

 

  （既存の東京図書館は―引用者注）到底帝国ノ図書記録ヲ蒐集

シテ置イテ、公衆ヲ此間ニ自由ニ閲覧セシメテ便益ヲ得セシム

ルト云フコト、或ハ其図書記録ヲ十分ニ整頓ヲ致シテ、長ク之

ヲ保存シ、前代ノ文物ヲ徴憑スルト云フコトニ就キマシテハ、

甚ダ其組織ガ不完全デアル、不十分デアルデゴザリマス（後略） 

 

 日本で生産された図書・記録を蒐集して、国民に自由に閲覧させ

るためには既存の東京図書館では不十分であり、新設の帝国図書館

が必要であるという小室の演説である。 

 1894・95 年（明治 27・28）に勃発した日清戦争はまだ国民の記

憶に鮮明であったが、戦争といえども図書館は無関係ではないと小

室は述べている(13)。 

 

  現ニ日清戦争ニ就イテモ、是等ノ記録ニ徴シ又其歴史ヲ調ベル

ト云フ場合ニ当ッテハ、立派ナ洋学者デゴザリマシテモ―――独

仏戦争ノ事ノ事抔ニ就イテ困ッテ居ッタ者ガアッテ、偶々東京

図書館ニ於テソレ等ノ書物ガアッテ益ヲ得タト云フコトデゴザ

リマスカラ、国ノ中ニドウシテモ斯ウ云フモノガ完全ニ造ッテ

置カナケレバナラナイ（後略） 

 

 記録を残しておくことが非常に重要であると、日清戦争の事例を

示しながら小室は帝国図書館の必要を説いている。貴族院で外山は

戦争を事例に示さなかったが、高額納税者とはいえ庶民層出身者が

衆議院議員であるので、こういった事例が理解しやすいと小室は思
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ったのだろうか。衆議院では特に質問や異議が出ることなく、同日

に可決している。 

 

1.2 帝国図書館の開館 

 

 貴衆両院で可決され、1897 年（明治 30）4 月 22 日に「帝国図書

館官制」（明治 30 年勅令第 110 号）が公布・施行された。同月 27

日に東京・上野に帝国図書館が開館した。 

 次が「帝国図書館官制」の全文である（傍線引用者）。 

 

帝国図書館官制 

第一条 帝国図書館ハ文部大臣ノ管理ニ属シ内外古今ノ図書記

録ヲ蒐集保存シ及衆庶ノ閲覧参考ノ用ニ供スル所トス  

第二条 帝国図書館ニ左ノ職員ヲ置ク  

館長 一人 奏任  

司書長 一人 奏任  

司書 九人 判任  

書記 三人 判任  

第三条 館長ハ文部大臣ノ命ヲ承ケ館務ヲ掌理シ所属職員ヲ監

督ス  

第四条 司書長ハ館長ノ命ヲ承ケ図書記録及閲覧ニ関スル事務

ヲ掌理ス  

第五条 司書ハ上官ノ命ヲ承ケ図書記録ノ整理保存及閲覧ニ関

スル事務ニ従事ス  

第六条 書記ハ館長ノ命ヲ承ケ庶務会計ニ従事ス 

第七条 図書記録ノ選定若ハ分類等ニ関シ必要アルトキハ館長

ハ文部大臣ノ許可ヲ得テ臨時ニ嘱託員ヲ置クコトヲ得 

第八条 文部大臣ハ館務上ノ須要ニ依リ帝国図書館ニ商議委員
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会ヲ設クルコトアルヘシ其ノ委員ハ文部大臣之ヲ命ス 

  附則 

第九条 明治二十四年勅令第百三十八号東京図書館官制ハ本令

施行ノ日ヨリ廃止ス 

 

 「東京図書館官制」（明治 22 年勅令第 21 号）を土台にして帝国

図書館官制は作成されたので、共通点は多い(14)。開館当初の職員の

編成は前述の通りであるが、短期間のうちに目まぐるしく職制は変

遷している。図書館長の身分も、文部省直轄学校長と同等と定めら

れたが、後に府県立学校長並に降格させられ、さらに後年に再び昇

格している。 

 ただ本稿で着目したいのは、帝国図書館は前身の東京図書館に引

き続き文部省の管轄であること、そしてその設置目的は国内外の貴

重な書籍を蒐集して保存し、且つそれを死蔵させずに広く国民に利

用させることにあった。そしてそれら書物を利用することによって

国民の知力を向上させ、欧米諸国にも引けを取らない「一等国民」

へと成長させる目的があったのである。この点は『設立案』や外山

の帝国議会での演説にも端的に表れている。 

 帝国図書館に引き続き、政府は図書館令を公布・施行する。次章

で図書館令についてみていきたい。 

 

2.図書館令 

2.1 外山正一による地方の図書館振興論 

 

 外山は帝国議会による帝国図書館開設論の中で、地方における図

書館建設も推進するよう主張している（傍線引用者）(15)。 

 

  全ク地方ノ人民ト云フモノハ如何ニ研究心ガアッテモ如何ニ国
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家ノタメニ心配スル者デモ其調ヲスル所ノ途ガ少シモ立ッテ居

ラヌト云フノガ今日我邦ノ図書館ノ有様デアルデ是デ其外国ト

競争ガ出来マセウカ、外国デハ如何ナル共辺鄙ナ處ト雖モ図書

館ノ適当ナルモノガソレヽヽ備ッテ居ッテ其人民ノ国家ノタメ

ニ心配スル者デアルトカ知識ヲ得タイト思フ者ハ是ニ就イテ研

究スルコトノ出来ルヤウニナッテ居ルノデアル、然ルニ日本人

ハ東京図書館ダケヲ僅ニ持ッテ居ッテ全国ハ皆サウ云フ知識ヲ

得ルコトガ出来ズ、国家ノタメニ研究スルコトモ出来ナイト云

フヤウナ有様ニナッテ居ルノデアル、ソレデ私ハ決シテ此外国

トナカヽヽ競争ト云フノハムヅカシイコトデアラウト思フノデ

アリマス 

 

 地方に住む国民はいかに研究心が旺盛であっても、図書館がない

ために勉強することができない。それは国家に対する損失でもある

と外山は力説している。また外山は次のような点も指摘している(16)。 

 

  大学ノ学生ガ地方ヘ行クコトヲ其嫌フ、尤モ嫌フ理由ノ一ト云

フモノハ地方ヘ行ケバ学問ヲスルコトノ途ガモウナイ、地方ニ

行ケバ田舎ニナレバナル程馬鹿ニナッテ仕舞フ 

 

 外山は図書館を建設するための資金は財政難な自治体が負担する

のではなく、その地方出身の篤志家が奮起して建設資金を提供すべ

きだと主張している（傍線引用者）(17)。 

   

  地方ニ於テ有力ナル所ノ多額納税議員抔ト云フ御方又華族方デ

地方ニ勢力ガ御アリナサル所ノ諸君ハドウカ其地方々々ニ於テ

ソレヽヽ其適当ナル所ノ図書館ヲ御設ケニナッテソレデ極ク深

イ所ヲ研究スルニハ東京ノ図書館ニ来ナケレバナラヌガ併シ大
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概ノ處ハ其地方ノ図書館デ研究ガ出来ルト云フヤウナ途ガ立ッ

タラバ実ニ国家ノタメニ賀スベキ事デアラウカト思フ 

 

 地方における図書館建設を篤志家の好意に頼らざるを得ないとい

うのは問題ではあるが、ここで注目したいのは、大抵のことは地方

の図書館で調査できるような体制を築き、さらに専門的な調査は東

京の帝国図書館を利用したら良いという外山の理論である。今日で

も似たようなことを日本図書館協会編『市民の図書館』で言及され

ているが、このような考えは明治中期に既に存在していたのである。 

 

2.2 公立図書館費国庫補助法案 

 

 外山は帝国図書館の次は地方における図書館振興が急務であると

確信していた。1897 年（明治 30）2 月 26 日に第 10 回帝国議会貴

族院本会議に「公立図書館費国庫補助法案」を提出する。法案は速

記録に記録されているので、次にその全文を示す(18)。 

 

     公立図書館費国庫補助法案 

  第一条 公立図書館ノ事業ヲ奨励スル為ニ国庫ハ毎年度金拾万

円ヲ支出シテ其ノ費用ヲ補助スベシ 

  第二条 公立図書館ニシテ文部大臣ニ於テ公益上必要ノモノナ

リト認ムルトキハ其ノ図書館ニ補助金ヲ交付スベシ 

   府県内教員ノ利益ヲ目的トシタル団体ニ於テ設置スル教育図

書館ハ文部大臣ノ特別ノ認定ニ依リ前項ニ準スルコトヲ得 

  第三条 各図書館ニ交付スル補助金ハ其ノ設立者ノ負擔額ト同

額以内ニ限ル 

  第四条 補助ヲ受クヘキ図書館ハ文部大臣ノ認可シタル館則ニ

依リ及同大臣ノ定ムル必要ノ条件ヲ充タスモノニ限ル 
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  第五条 此ノ法律ニ依リ補助ヲ受クル図書館ノ設立者ハ補助年

期間其ノ図書館経費ヲ継続支出スルノ義務アリ 

  第六条 各図書館ニ補助金ヲ交付スルハ五箇年ヲ以テ一期トス

満期ノ後必要ニ依リ仍之ヲ継続スルコトヲ得但シ文部大臣ニ

於テ図書館ノ管理不適当ナリト認ムルトキ又ハ第四条其ノ他

文部大臣ノ定ムル所ノ規則ニ違背シタルトキ又ハ第五条ノ義

務ヲ盡スコト能ハサルトキハ補助年期間ト雖補助ヲ廃止若ハ

停止スルコトヲ得 

  第七条 此ノ法律施行ノ為ニ必要ナル規則ハ文部大臣之ヲ定ム 

    附則 

  第八条 此ノ法律ハ明治三十一年四月一日ヨリ施行ス 

 

 この法案は、公立図書館に国庫から補助金を支出することを可能

とするもので、財政難によって図書館設立ができなかった地方自治

体にとっては非常にありがたい法案であった。 

 発議者の外山は次の理由でこの法案は必要であると主張している

(19)。 

 

  此の図書館と云ふものは教育の機関と致しましては学校と共に

必要ななるものでありまして、学校があれば図書館の方は後と

回しになつても宜しいと云ふやうな性質のものでございませぬ。

それで図書館と云ふものは或は個人をして自由に教育を受けし

むるには最も必要なる機関であると思はれます。学校で或程度

まで教育を受けましても、又其上に教育をを受けんとするには

図書館にでも就いて教育を受けなければならぬことである。又

学校に就て教育を受けることの出来ない者も、図書館に就て教

育を受けると云ふことになります。其外又特別の研究でもした

いと云ふ者のためには図書館が固より必要である。又何か此実
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業のことでも軍事のことでも其外種々のことに就きまして、今

日世界に於ける所の其事に関する事情はどう云ふものであると

云ふやうなことを調べるにも、矢張り図書館に於てそれに必要

なる所の材料が備へてあると云ふことでなければ到底出来ぬの

であります。 

 

 『設立案』と同様のことを、今回はやや詳しく外山は説明してい

る。外山の図書館観も窺える発言であるが、社会人が自己の関心に

沿って自学自習できる場所が図書館であり、学校とはまた別種の極

めて重要な教育施設であると述べている。次に外山は欧米各国の公

立図書館事情を縷縷述べたあとに、日本がいかに遅れているのか慨

嘆している。図書館が国家興隆の起爆剤であると主張している。 

 日本ではなぜ公立図書館が多く建設されていないのか。外山は地

方財政の貧困を指摘し、それ故国家が公立図書館建設を推進させる

よう取り組まなければならないと主張する(20)。 

 

  此の如き必要なる教育機関を起すには今日の所に於て先づ国家

で以て奨励法を設くるやうなことを為し、而して是が数年の後

地方で以て其奨励を要せずして、追々之を設立するやうになつ

たならば、其ときに此奨励法と云ふものは改めても宜からうか

と思ふです。 

 

 しかしながら貴族院本会議ではこの法案は決せず、特別委員会で

の審議に移ることになる。特別委員会審議を提案した久保田譲はそ

の理由を次のように述べている(21)。 

 

  本員モ賛成ノ一人デゴザイマス勿論教育上急務ナル所ノ事業ノ

一ト認メテ賛成ヲ致シテ居リマス、併ナガラ教育ノ事業ハ独リ
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図書館ニ止マラズ、小学ノ教員ガ二万人モ不足シテ教員ノ俸給

ガ少クテ飢ヘカヽッテ居ル者モアル随分急務ナコトハ山ノ如ク

アリマスカラ果シテ是デ其事ト平衡シテ竝行ハルヽヤ否ヤト云

フコトハ余程詳シク審査ヲ要スルコトヽ考ヘマス（後略） 

 

 小学校の教員が 2 万人も全国で不足しており、こちらの方が急務

であると久保田は発言している。 

結局、特別委員会で外山が提出した「公立図書館費国庫補助法案」

は否決された。 

 

2.3 図書館令制定 

2.3.1 第 3 回高等教育会議 

 

 「公立図書館費国庫補助法案」は否決されてしまったが、1899 年

（明治 32）に開かれた第 3 回高等教育会議で、図書館のみを規定す

る初めての法令の検討が開始されている。 

 ちなみに高等教育会議とは、『学制百年史』によると次のような経

緯で設立された組織である(22)。 

 

   森（有礼―引用者注）文相によってわが国近代教育制度の基

本計画が設定された後、教育制度の補完・整備が進められたの

であるが、この間教育制度の改革についての基本的な方策を審

議するため中央教育議会あるいは教育高等会議の設置などが要

望されるようになった。 

   このような要請に応えて二十五年、河野（敏鎌―引用者注）文

相の時に「教育高等会議規程案」が作成され、二十六年、井上

（毅―引用者注）文相によって「高等教育会及地方教育会規則

案」が作成されたのであるが、これらはいずれも実施に至らな
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かった。その後、「教育高等会議及び地方教育会議」設置に関す

る議会の建議などもあって、二十九年十二月、蜂須賀（茂韶―引

用者注）文相当時に、勅令をもって「高等教育会議規則」を公

布し、ここにわが国で最初の教育に関する文部大臣の諮問機関

が設置されたのである。 

 

 高等教育会議の構成と機能について、『学制百年史』は次のように

解説している(23)。 

 

   明治二十九年の高等教育会議規則によれば、高等教育会議は

文部大臣の監督をうけ、教育に関する事項について文部大臣の

諮詢に応じて意見を開申し、または教育に関する事項について

その意見を文部大臣に具申するものとされた。また、その議員

は帝国大学総長および各分科大学長・文部省各局長・高等師範

学校長および女子高等師範学校長・高等商業学校長・東京工業

学校長・東京美術学校長・高等学校長一人・学識ある者または

教育事業に閲歴ある者七人以内とし、職務上当然に議員となる

ものを除き、文部大臣の奏請によって内閣がこれを任命した。

また、議長および議員の任期は三か年をもって一期とした。 

   その後、三十年十二月、規則が改正され、議員の範囲が拡大

された。すなわち、1）東京帝国大学総長・各分科大学長および

京都帝国大学総長・分科大学長二人、2）文部省各局長および視

学官二人、3）高等師範学校長および女子高等師範学校長、4）

高等商業学校長・東京工業学校長・東京美術学校長および高等

師範学校付属音楽学校主事、5）高等学校長および専門学部主事

各一人、6）帝国図書館長、7）尋常師範学校長二人、8）尋常中

学校長二人、9）高等女学校長一人、10）高等師範学校附属尋常

中学校主事および女子高等師範学校附属高等女学校主事、11）
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学識ある者または教育事業に閲歴ある者一〇人以内とし、ほか

に臨時の必要があるときには臨時議員を置きうるとし、また同

会議に文部省高等官の中から幹事二人を置いて事務をつかさど

らせることとした。 

   三十一年六月にはさらにまた規則を改正して議員の範囲を拡

大し、従来の議員のほかに新たに、1）学習院長・華族女学校長・

帝国博物館長、2）陸軍および海軍教育主任将校各一人、3）商

船学校長、4）私立学校長二人、5）東京学士会院会長、6）文部

省学校衛生顧門会議議長を加えた。また、文部大臣諮詢事項が

定められて、1）帝国大学および文部省直轄諸学校・図書館の設

置廃止に関する事項、2）文部省直轄諸学校公立・私立学校の教

育の目的ならびにその学科課程設備および管理に関する事項、

3）学齢児童の就学義務および小学校授業料に関する事項、4）

学事監督に関する事項、5）教科用図書に関する事項、6）文部

省直轄学校ならびに公立・私立学校職員の資格に関する事項、

7）文部大臣において必要と認める事項が列挙された。 

   （中略） 

   高等教育会議は、三十年七月、第一回会議を文部省修文館に

置いて開いたが、その後大正二年六月に教育調査会が設置され

るまで継続し、この間、臨時会一回を含めて合計一一回の会議

を重ね、専門学校・高等中学校の新設など高等教育制度の改革

に関する事項のほか、初等・中等・高等教育のほとんどの学校

種類にわたる諸般の事項についての七〇件の諮問事項に対して

答申し、一六事項の建議を行なった。 

 

 第 3 回高等教育会議で図書館令が建議されることになった理由は、

次のように説明されている（傍線引用者）(24)。 
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  現行法令中図書館ニ関スル規定ハ諸学校通則ト小学校令トノ中

ニ散見セリ而シテ小学校令中ニ所謂図書館ハ蓋シ普通教育ニ関

スル図書ヲ蒐集スルノ設営ヲ指スモノニシテ総テノ図書館ヲ指

スモノニアラサルヘシ然レトモ図書館ヲ区別シテ普通教育ニ関

スルモノト然ラサルモノトニスルコトハ実際ニ於テ極メテ困難

ナルノミナラス小学校令中ノ規定ヨリ推考スルトキハ府県郡ニ

於テ普通教育ニ関スル図書館ヲ設置スルコトヲ得サルノ不都合

アリ尤モ普通教育ニ関セサルモノハ諸学校通則第三条ニ依リ府

県ニ於テ設置スルコトヲ得ヘシトスルモ是レ亦郡ニ於テ設置ス

ルコトヲ得ルノ途ナシ 

抑モ欧米諸国ニ於テハ図書館ヲ以テ重要ナル教育機関ト見做ス

カ故ニ其数極メテ夥シク而シテ其費用ノ如キモ国費若クハ其他

ノ公費ヲ以テ支弁セルモノ多シ然ルニ我国ニ於テハ図書館ノ数

極メテ少ク且其設備不完全ニシテ一ノ帝国図書館ヲ除キテハ其

効益顕著ナルモノ殆ト稀ナリ故ニ他ノ教育機関ノ整備スルニ伴

ヒ漸次図書館ノ設置ヲ奨励シ其設備ヲ改良スルノ途ヲ開クコト

ヲ要ス而シテ此際先ツ前顕法令中ノ支障ヲ除キ規定ヲ明確ニセ

サルヘカラス是レ本案ノ制定ヲ必要トスル所以ナリ 

 

1899 年（明治 32）時点での図書館を規定する法令は、「小学校令」

（明治 23 年勅令第 215 号）（俗に第 2 次小学校令といわれる）と

「諸学校通則」であった。これは官立の帝国図書館、「諸学校通則」

で規定する府県郡立水準の高等図書館、第 2 次小学校令で規定する

市町村立水準の普通図書館の 3 種に分けて整備をする政府の考えか

ら、このように法令も別にしていた。しかしながらこれらの法令で

は、普通図書館は市町村立でしか設立できないことになっており、

郡レベルでは設置することができないことになっていた。当時の図

書館は高等図書館と呼べるものは極めて少なく、多くが小規模な普
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通図書館であった。これらの法令は実態と大きく乖離していたので

ある。 

 さて次に、高等教育会議に提出された図書館令案の全文を掲げる

（傍線引用者。［］は原文は割注）(25)。 

 

    図書館令案 

  第一条 北海道府県郡市町村［北海道及沖縄県ノ区ヲ含ム］

ハ学術技芸ニ関スル図書記録図画ノ類ヲ蒐集シ公衆ノ閲覧

ニ供センカ為ニ図書館ヲ設置スルコトヲ得 

  第二条 明治二十六年勅令第三十三号ノ規程ハ図書館ニ関シ

之ヲ準用ス 

  第三条 私人ハ本令ノ規程ニ依リ図書館ヲ設置スルコトヲ得 

  第四条 図書館ハ公立私立学校ニ附設スルコトヲ得 

  第五条 図書館ノ設置廃止ハ文部大臣ノ認可ヲ受クヘシ 

  第六条 図書館ノ設置廃止ニ関スル規則ハ文部大臣之ヲ定ム 

  第七条 図書館ニ於テハ図書閲覧料ヲ徴収スルコトヲ得 

  第八条 本令施行ノ為ニ必要ナル規則ハ文部大臣之ヲ定ム 

    附 則 

  第九条 明治十九年勅令第十六号諸学校通則第三条及同二十

三年勅令第二百十五号小学校令中図書館ニ関スル規程ハ本

令施行ノ日ヨリ其効力ヲ失フ  

 

図書館令案を提出したのは文部書記官渡部薫之介であり、議事に

入る前に補足説明として欧米の図書館の概況について説明している。 

案では第 7 条に図書館は閲覧料を徴収することができるとしてお

り、有料であることを否定していない。もちろん各館の判断で閲覧

料を徴収しないことも可能で、無料の道を完全に閉ざしたわけでは

なかった。これは図書館を運営する自治体が財政難に陥っており、
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負担を軽減するためにこの条文を挿入したものと思われる。ただ渡

部は欧米の状況として「「フリーライブラリー」即チ自由図書館、閲

覧料ヲ取ラス所ノ自由図書館ガ五百ナニガシモアルト云フ程盛ンナ

ル次第デアリマス(26)」と付け加えている。 

渡部は欧米の図書館の設置目的は「単ニ書物ヲ備ヘテ読書ノ娯楽

ニ供スル、高尚ナル娯楽ニ供スルト云フバカリデナシニ尚工業又ハ

商業等ニ関スル書籍ヲ具ヘテ居リマシテ工業社会ノ智識ヲ進メルト

云フコトヲ始メトシマシテ詰リ国民ノ智徳品性ヲ進メル所ノ大イナ

ル要具ト致シテ居ルヤウニ承ッテ居リマス(27)」と指摘しており、図

書館の目的は娯楽用の書籍を提供するだけではなく、欧米では智徳

品性を向上させるような書籍を収蔵して国民に提供していると指摘

している。このような図書館を日本に定着させることを文部省は期

待しているのであろう。 

高等教育会議では活発な議論が闘わされているが、この中で筆者

が注目したい点は「選書」についてである。議員の手島精一は次の

ように質問をしている(28)。 

 

 例ヘバ書籍選択ノ如キハ、公立ノ図書館ニナレバ、余程注意ヲ

センナケレバナラヌコトデアルガ、ドウ云フ所マデ文部大臣ハ

此規則ニ掲ゲル御考デアルカ此二箇条ヲ……… 

 （中略） 

 如何ナルコトヲ第八条ノ文部大臣ノ定メラレル規則ノ中ニ掲ゲ

ラレルカ 

 

 第 8 条は「本令施行ノ為ニ必要ナル規則ハ文部大臣之ヲ定ム」と

いう案であるが、渡部文部書記官は次のように答弁している(29)。 

 

   只私ノ考デ申シマスルト斯フ云フヤウナ書物ヲ書籍館ニ備ヘテ



 

72

ハイカヌトカ、若シ備ヘタトキニハドウ云フヤウナ制裁ヲ付ス

ルト云フコトガ、此規則ノ一ヶ条デハアルマイカト思フ 

 

 あくまで私見と断っているが、渡部文部書記官は第 8 条が選書に

関して今後制限を加えることがあり得ると答弁している。これに附

随して図書館学者で帝国図書館長でもある田中稲城が、第 1 条に入

っている「学術技芸ニ関スル図書」の内容について質問をしている

(30)。 

 

  第一条ニ学術技芸ニ関スル図書トアリマスガ、図書デ以テ直接

間接ノ差ハアリマセウケレドモ、学術技芸ニ関セヌ図書ノ類ハ

ナイヤウニ思ヒマス、前ノ図書ノ選択ハ余程厳ニシナクテハナ

ラヌト云フコトカラ、学術技芸ニ関スルト云フ言葉ヲ殊更ニ御

入レニナツタノデアリマスカ知リマセヌガ、ソレデハ其意味ハ

十分ニ通ラナイノミナラズ学術技芸ニ関スル図書ト云フコトハ

随分変ナヤウニ考ヘマス（後略） 

 

 この田中の質問に対して渡部は、「是ハ学術技芸ト書キマシタノハ

別段深イ意味モアリマセヌ、唯慰ミノヤウナモノデハ困ルト思ヒマ

スカラ、唯鄭重ニ致スガ為メニ学術技芸ニ関スル図書ト書キマシタ

(31)」と答弁している。これに対して田中は敢然と反論する(32)。 

 

  慰ミハイケナイト云フ御見込ニ承リマシタガ、市町村ヤ何カノ

極ク通俗ノ図書館ナドニハ読書ノ事項ヲ奨励スル為メニハ慰ミ

ニナルヤウナモノヲ始メハ見セルコトガ、或ハ必要デハナイト

カト私共ハ考ヘマスガ、併ナガラ其図書ノ選択ノ厳ニシナケレ

バナラヌトハ、ソコデ慰ミニナルト云フテモ、詰ラナイモノデ

ハイケマセヌガ、例ヘハ小説ニシタ處ガ非常ナ有益ナモノモア
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ラウ、又読書ノ事項ヲ奨励スル為メニハ大変ニ必要ナルモノガ

アルダラウ、学術技芸ニ関スルト云フコトニナルト、サウ云フ

ヤウナモノハ畢竟備ヘラレナイヤウナ不都合ガ生ジヤシマイカ

ト考ヘマスカラ 

 

 この意見は図書館学者として地方の図書館現場を熟知している田

中ならではの意見であるが、これに対して渡部は「唯是レハ詰ラナ

イ慰ノ書物ヲ除イタニ過ギナイノデ、高尚デ裨益ヲ与ヘルモノナラ

バ、総テ茲ニ這入ルダラウト思ヒマス(33)」などと答弁している。 

 他にもさまざまな意見が百出しているが、注目すべきは渡部文部

書記官の次の発言である(34)。 

 

  此図書館ノ事業ト申シマスモノハ草創ノ際デアリマシテ、サウ

ヤカマシイ規則ヲ設ケテモ却テ図書館ノ発達ヲ妨ゲヤウト思ヒ

マスカラ、初メカラムヅカシイ規則ハ設ケナイ積リデアル、苟

モ公衆ノ閲覧ニ供スルコトガ出来ルモノサヘ建ツテ居レバ許シ

テ宜カラウト思ヒマス（後略） 

 

 つまり最初期の図書館令は「当座の工面」のために公布・施行さ

れたという認識を文部省は示していたのである。 

 第 3 回高等教育会議では図書館令の結論がでず、委員会を設定し

て議論することになった。その委員会の議論の様子は不詳であるが、

1899 年（明治 32）11 月 11 日に勅令第 429 号として公布・施行さ

れた。次項で図書館令の条文を検討したい。 

 

2.3.2 図書館令 

 

 図書館令の全条文は次のようになっている（傍線引用者。［］は原
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文は割注）。 

 

図書館令 

第一条 北海道府県郡市町村［北海道及沖縄県ノ区ヲ含ム］ニ

於テハ図書ヲ蒐集シ公衆ノ閲覧ニ供セムカ為図書館ヲ設置ス

ルコトヲ得 

第二条 明治二十六年勅令第三十三号ノ規定ハ図書館ニ関シ之

ヲ準用ス 

第三条 私人ハ本令ノ規定ニ依リ図書館ヲ設置スルコトヲ得 

第四条 図書館ハ公立学校又ハ私立学校ニ附設スルコトヲ得 

第五条 図書館ノ設置廃止ハ其ノ公立ニ係ルモノハ文部大臣ノ

認可ヲ受ケ其ノ私立ニ係ルモノハ文部大臣ニ開申スヘシ 

第六条 公立図書館ニハ館長及書記ヲ置キ地方長官之ヲ任免ス 

館長書記ハ判任文官ト同一ノ待遇ヲ受ク其ノ等級配当ニ関シ

テハ館長ニハ明治二十五年勅令第三十九号中判任文官ト同一

ノ待遇ヲ受クル公立中学校教諭ニ関スル規定、書記ニハ公立

中学校書記ニ関スル規定ヲ準用ス 

第七条 公立図書館ニ於テハ図書閲覧料ヲ徴収スルコトヲ得 

附則 

第八条 諸学校通則第三条中及小学校令中書籍館及図書館ニ関

スル規定ハ之ヲ廃止ス 

 

 条文案と実際に制定された条文との間には、何点か変更されてい

る箇所がある。1 点目は、渡部が図書館の選書にも国が口を出すこ

ともできると解釈していた「本令施行ノ為ニ必要ナル規則ハ文部大

臣之ヲ定ム」であるが、これは削除されている。代わりに図書館令

施行規則が制定された。2 点目は田中が厳しく質問していた「学術

技芸」という文言であるが、これは削除されている。 
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 図書館令では公立図書館も閲覧料を徴収することを認められてお

り、多くの図書館が有料になった。また図書館普及を目的としてい

たので、独立した館舎を必要要件としておらず、学校に附設できる

ようになっていた。 

  

2.3.3 図書館管轄部局変更 

 

 1900 年（明治 33）3 月 31 日に「文部省官制」（明治 33 年勅令第

106 号）が改正され、図書館が大臣官房から専門学務局に管轄が変

更になっている。専門学務局は帝国大学や高等教育を管轄する部局

であり、これは図書館令によって府県立・郡市町村立・私立の各図

書館を規定する法律が一本化されたためであろうと思われる。 

 

2.3.4 図書館令改正と「図書館ニ関スル規程」の施行 

 

 1906 年（明治 39）10 月 8 日に図書館令が改正された（明治 39

年勅令第 274 号）。具体的には第 6 条が改正され公立図書館の職制

が整備されたのである。改正第 6 条には公立図書館には館長と司書、

書記の職を置かなければならないとし、館長・司書は奏任官もしく

は判任官待遇、書記は判任官待遇にしなければならないとされた。 

 次いで同年 12 月 14 日に「図書館ニ関スル規程」（明治 39 年文部

省令第 19 号）を定めている。これは図書館令第 5 条に「図書館ノ

設置廃止ハ其ノ公立ニ係ルモノハ文部大臣ノ認可ヲ受ケ其ノ私立ニ

係ルモノハ文部大臣ニ開申スヘシ」とあるが、申請項目を具体的に

定めたものである(35)。 

 

  図書館ニ関スル規程ヲ定ムルコト左ノ如シ 

  第一条 図書館令第五条ニ依リ公立図書館ヲ設置セントスルト
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キハ管理者ヨリ左ノ事項ヲ具シ文部大臣ノ認可ヲ受クヘシ 

   一 名称 

   二 位置 

   三 経費及維持ノ方法 

   四 敷地建物ノ坪数及図面 

   五 開館年月日 

   六 館則 

   私立図書館ニ在リテハ前項ノ事項ヲ設立者ヨリ文部大臣ニ開

申スヘシ 

  第二条 図書館ノ名称、位置、敷地、建物又ハ館則ノ変更ハ其

都度文部大臣ニ開申スヘシ 

  第三条 公立図書館ノ経費予算ハ毎会計年度開始前ニ文部大臣

ニ開申スヘシ 

 

 従来は文部大臣にどのような事項を申請すればよいのか、なんら

の基準もなかった。それゆえ具体的に申請項目を文部省令として定

めたのであろう。 

 また、日露戦争が終結したこの頃から内務省主導の地方改良運動

が始まっており、そのなかの一環として通俗図書館推進策がとられ

ていた。図書館は文部省の管轄であるが、強大な権限があった内務

省の「越権行為」に文部省は口をはさめなかったようである。筆者

は地方改良運動下での通俗図書館推進策に関しては論文を発表して

いるので、本稿では特に触れない。ただ地方改良運動が小規模な通

俗図書館設置を推進させたことは間違いなく、大正初期に地方改良

運動が下火になってもその影響は大きいと考えられる(36)。 

 

2.3.5「図書館設立ニ関スル注意事項」と「図書館令施行規則」 
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 1910 年（明治 43）2 月 3 日に各地方長官に対する文部大臣訓令

「図書館設立ニ関スル注意事項」（以下「小松原訓令」と称す）が発

令された。以下がその前文である（傍線引用者）(37)。 

 

  曩ニ図書館令ノ発布セラレシヨリ以来公立私立図書館ノ設置漸

ク多キヲ加フルノ状アルハ洵ニ喜フヘキ現象ナリトス然レトモ

此等図書館ノ内容ヲ観察スレハ往々施設未タ其ノ宜シキヲ得サ

ルモノナキニアラス依テ茲ニ図書館ノ施設ニ関シ特ニ注意ヲ要

スル事項ヲ掲ケ以テ大体ノ標準ヲ示サントス 

  図書館ノ施設ハ規模ノ大小ニ応シテ取捨斟酌宜シキヲ得サルヘ

カラス近時各地方ニ於テ設立セラルヽ通俗図書館又ハ小学校ニ

附設スル図書館ノ類ハ施設其ノ宜シキヲ得ルトキハ小学校及家

庭ノ教育ヲ裨補スル上ニ於テ其ノ効益斟少ニ非サルヘシ而シテ

此ノ類ノ図書館ニ在テハ健全有益ノ図書ヲ選択スルコト最肝要

ナリトス故ニ成ルヘク其ノ施設ヲ簡易ニシ主トシテ力ヲ有益ナ

ル図書ノ蒐集ニ用ヒシメシコトヲ要ス若シ夫レ相当ノ資力ヲ有

シ完全ナル図書館ヲ設立セントスルモノニ在リテハ地方ノ実況

ニ応シテ成ルヘク此標準ニ準拠シテ適当ノ施設ヲ為サシメ以テ

十分ノ成果ヲ収メンコトヲ期セシムヘシ 

 

 この訓令は小松原英太郎が文部大臣の時に発令されたもので、俗

に「小松原訓令」といわれている。ちなみにこの訓令は大逆事件の

余波で発出されたわけではない。大逆事件は 1910 年（明治 43）5

月 10 日に発覚しており、本訓令とは時系列から見ても無関係であ

る。 

 さてこの訓令を取り上げた先行研究は多いが、前文に言及してい

る論文はさほど多くない。従来着目されてこなかった前文には、小

松原訓令が出された理由が記されているのでこれを検討することは
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意義があると考えられる。 

 傍線を付した箇所を中心にみていくが、まず小松原訓令を発令し

た動機が書かれている。図書館令が公布施行され公立図書館の館数

も増えてきているが、なかには不適当な図書館もあり、文部省とし

て「大体ノ標準」を示すために発した、とある。そもそも図書館の

施設は規模の大小を考えて設けられるべきものであるが、地方で多

く開館しているのは通俗図書館または小学校に附設されている図書

館である。これらの館は小学校教育と家庭教育に裨益することが大

きいので、「健全有益ノ図書ヲ選択スルコト」が「最肝要」であると

指摘されている。規模が大きく潤沢な資金がある図書館であればさ

まざまな書籍を揃える方がもちろん良いが、小規模の図書館では「有

益ナル図書ノ蒐集」に最も力を注ぐべきであると述べている。 

小学校教育と家庭教育を念頭に置いた蔵書構成にすることが、小

規模な通俗図書館には必要であると主張しているわけだが、その背

景には学生が「有害」な図書を読んで自殺をしたり非行に走ったり

する事件が当時は社会問題となっており(38)、その対応の一環である

と考えられる。 

それでは本文をみていこう。第 1 条は、図書館の目的と蔵書選択

の注意点を述べている(39)。 

  

  一 図書館ハ学術研究ニ資スルト共ニ一般公衆ノ読書趣味ヲ涵

養シ其ノ風尚ヲ高メ其ノ智徳ヲ進ムルノ用ニ供スルモノナ

レハ図書館ノ種類目的ニ応シ適当ニシテ有益ナル書籍ヲ選

択収集センコトヲ要ス通俗図書館ニ在リテハ殊ニ然リトス

依テ其ノ蒐集スヘキ書籍ハ勿論其ノ寄贈ニ係ルモノヽ如キ

モ一般公衆殊ニ青年児童ノ閲覧ニ供スヘキ雑誌類ニ就キテ

ハ十分取捨選択ニ注意シ最健全ニシテ有益ナルモノヲ選ミ

テ閲覧用ノ書目ヲ調整スヘシ 
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 図書館は学術研究の目的と同時に、一般国民の読書趣味を涵養し

てその人びとの好みを高め、智徳を進めるような健全有益な書籍を

選択して収集することが必要であると記されている。特に青年児童

が閲覧する雑誌については特に注意して、「最健全ニシテ有益ナルモ

ノ」を収集しなければならないとある。 

 第 2 条には「毎年各図書館主任者ノ会議ヲ開キ其ノ閲覧ニ供スヘ

キ図書ノ種目ニ関シ標準ヲ議定スルヲ可トス (40)」と規定しており、

どのような書籍を閲覧用に供すべきか、複数の図書館の主任者が集

まって「標準図書目録」を作成すべきとも記されている。 

 第 3 条は次のような内容である（傍線引用者）(41)。 

 

  一 図書館ハ単ニ其ノ地方ニ古来存在セル古書類ヲ収容シ又ハ

寄贈ヲ受ケテ之ヲ閲覧セシムルニ止マラス常ニ有益ナル新

刊図書ノ増加ヲ図リ館内ニ於テ閲覧ニ供スルハ勿論広ク館

外ニ貸出シ稍々規模ノ大ナル図書館ニアリテハ或ハ分館ヲ

設ケ或ハ巡回文庫ノ制ヲ立ツル等成ルヘク地方一般ニ書籍

ノ供給ヲ図ランコトヲ要ス 

 

 図書館の仕事が非常に要領よくまとまっている。図書館は貴重な

書籍を収集・保存するだけではなく、常に「有益」なる新刊図書を

取り揃えて館内閲覧に提供し、それだけではなく館外貸出も積極的

に行わなければならない。また分館や巡回文庫も積極的に活用して、

郊外にまであまねく書籍を供給するようにせねばならないと主張し

ている。戦前の図書館は保存重視で利用は軽視していたなどという

言説が、今日でも通説のようにまかり通っているが、それはこの第

3 条だけでも誤りであることがわかる。館外貸出・分館・巡回文庫

を積極的に奨励していたのである。 
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 しかし、こういった「利用重視の図書館」の最終目的は現代とは

大きく異なっていた。第 4 条を読んでみよう（傍線引用者）(42)。 

 

  一 図書館ハ一般公衆ノ知識ヲ進メ修養ニ資スヘキハ勿論ナリ

ト雖特ニ学校及家庭ト相待テ教育ノ効果ヲ收ムルコトニ務

メ或ハ学校ト聯絡シテ教員ノ学科教授上ニ於ケル参考ニ供

シ或ハ家庭ニ対シテ其ノ子弟ノ閲読スヘキ健全ナル良書ノ

標準ヲ示シ以テ子弟ヲシテ幼時ヨリ陋劣ナル書籍ヲ手ニセ

サルノ習慣ヲ養成セシムヘシ 

 

 文部省が示した図書館の目的が端的に示されている。即ち、①一

般市民の知識を向上し修養に資すべきこと、②学校や家庭と連携し

て教育効果をあげること、③学校と連携して教員の教育技術の向上

に資すべきこと、④家庭に対しては、特に子どもに向けて健全なる

良書を提供し幼児から陋劣な書籍を手にすることを防ぐこと、の 4

点である。「健全ナル良書」や「陋劣ナル書籍」とはどのような書籍

なのか、具体的な言及はない。 

 第 5 条はこのような内容である(43)。 

 

  一 図書館ハ土地ノ情況及読者ノ種類ニ応シ適切ナル図書ノ選

択ヲ為サヽルヘカラス例ヘハ工業地ニハ工業ニ商業地ニハ

商業ニ農業地ニハ農業ニ関シ各必要ナル図書ヲ供給スルカ

如シ又其ノ所在地方ニ関スル図書記録類竝其ノ地方人士ノ

著述ヲ蒐集スルコト最肝要ナリトス 

 

 これなどは現行の「図書館法」（昭和 25 年法律第 118 号）にも、

「第三条 図書館は、図書館奉仕のため、土地の事情及び一般公衆

の希望に沿い」とあり、類似した内容となっている。いずれもその
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土地の状況に応じて書籍を収集しなければならないという内容であ

る。 

 文部省は小松原訓令を発することによって「標準的な図書館」の

雛形を図書館関係者に提示したのである。 

 さらに同年 6 月 20 日には、勅令第 278 号で図書館令が改正され

ている。 

 

  第五条 図書館ノ設置廃止ハ其ノ道府県立ニ係ルモノハ文部大

臣、其ノ他ノ公立ニ係ルモノハ地方長官ノ認可ヲ受ケ其ノ私立

ニ係ルモノハ地方長官ニ開申スベシ 

 

 改正前の条文では、公立図書館は道府県立・郡市町村立いずれも

文部大臣の認可が必要であったが、このうち後者については地方長

官に認可権を移譲させたのである。おそらく文部大臣の職務を軽減

する意図があったのであろう。 

 図書館令が改正された 10 日後、「図書館ニ関スル規程」を廃止し、

新たに「図書館令施行規則」（明治 43 年文部省令第 18 号）を公布・

施行している(44)。 

 

  図書館令施行規則ヲ定ムルコト左ノ如シ 

    図書館令施行規則 

  第一条 図書館令第五条ニ依リ公立図書館ヲ設置セントスルト

キハ管理者ヨリ左ノ事項ヲ具シ道府県立図書館ニ在リテハ文

部大臣、其ノ他ノ公立図書館ニ在リテハ地方長官ノ認可ヲ受

クヘシ 

   一 名称 

   二 位置 

   三 経費及維持ノ方法 
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   四 敷地建物ノ坪数及図面 

   五 開館年月日 

   六 館則 

    私立図書館ニ在リテハ設立者ヨリ前項ノ事項ヲ地方長官ニ

開申スヘシ 

   第二条 名称、位置、敷地、建物又ハ館則ノ変更ハ道府県立

図書館ニ在リテハ文部大臣ニ其ノ他ノ図書館ニ在リテハ地

方長官ニ開申スヘシ 

   第三条 道府県立図書館ノ経費予算ハ文部大臣ニ其ノ他ノ公

立図書館ノ経費予算ハ地方長官ニ毎会計年度開始前ニ開申

スヘシ 

  附則 

  本令ハ公布ノ日ヨリ之ヲ施行ス 

  明治三十九年文部省令第十九号ハ本令施行ノ日ヨリ之ヲ廃止ス 

 

 1906 年（明治 39）の「図書館ニ関スル規程」と大きな変更点は

なく、1910 年（明治 43）の図書館令第 5 条に対応した条文となっ

ている。これによって図書館を文部省が監督官庁として管理する体

制が完成したといえる。 

 

おわりに 

 

 帝国図書館官制、図書館令から図書館令施行規則までの図書館関

係法令をみてきた。帝国図書館発足や図書館令公布は文部省が積極

的に推し進めた政策とはいえず、貴族院議員で帝国大学文科大学長

外山正一や東京図書館長田中稲城などの尽力によって達成されたこ

とが指摘できる。つまり政府文部省として図書館に対しては相変わ

らず何の関心も示していなかったといえよう。 
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 それが明治末期になると、小松原文相が「図書館設立ニ関スル注

意事項」を発令するなど、図書館に対して文部省の関心が急速に高

まってきた。その背景として、①日露戦争（1904・05）後の内務省

主導による地方改良運動の一環としての通俗図書館建設、②大逆事

件の影響の 2 点が考えられる。 

 そして文部省が公立図書館蔵書の内容について関心を寄せてくる

のもこの頃からである。文部省は 1911 年（明治 44）5 月 17 日に

「通俗教育調査委員会官制」（明治 44 年勅令第 165 号）を公布して、

「優良図書」の推薦制度を発足させる。 

 さらに 1892 年（明治 25）に田中稲城監修のもとに東京図書館司

書西村竹間が著した『図書館管理法』を改訂し、1912 年（明治 45）

5 月 16 日に田中による全面改訂を施した『図書館管理法』の改訂版

を刊行している。 

 先行研究ではこれら一連の文部省の政策を「思想統制」の四文字

で説明されることが多いが、「図書館設立ニ関スル注意事項」を本稿

では詳細に検討したが、文部省は「標準的な図書館像」を提示した

に過ぎず思想統制的な言説は確認できなかった。「健全」「有益」な

図書を収集して利用者（特に文部省が念頭に置いていたのは少年で

あろう）に提供しなければいけないとは書かれていても、そればか

りでは「思想統制」と断ずるのは早計であろう。 

 さて、本稿では通俗教育調査委員会の発足について検討すること

ができなかった。これについては別稿で検討を行いたい。 
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